予算要求資料
令和２年度当初予算　　支出科目　款：衛生費　　項：医務費　　目：健康増進対策費
	事業名　　新清流の国ぎふ健康づくりアプリ整備費　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　健康福祉部　保健医療課　健康増進係　電話番号：058-272-1111（内2548）
　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　9,800千円
＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財 産収 入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	要求額
	9,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	9,800

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
健康増進法第８条の規定に基づく岐阜県健康増進計画として｢第３次ヘルスプランぎふ２１(計画期間平成30～35年度)」を策定し、生活習慣病の発症予防と重症化予防に重点をおいた県民の健康づくり対策を推進しているが、特に働きかけたい20代から50代の働き盛り世代へのアプローチ方法が課題となっている。また、健康経営推進事業における宣言企業からも、登録はしたものの企業で負担できる費用にも限りがあり、スポーツイベント等を行うことができず、今後どのような取り組みを行えばよいかとの声も多く県においてツールを提供ほしいとの要望が出ている状況である。さらに健康ポイント事業においては60歳以上の参加者方が約7割と多く、働き盛り世代への参加率が低い状況である。
そこでこの世代が日頃から頻繁に使用しているスマートフォンを通じ、他の事業と連携して健康づくりアプリを利用することで、企業間の競争や企業･グループ間の結束力を活用し、健康無関心層も巻き込み、運動習慣の定着に繋げるとともに健康ポイント事業のインセンティブを利用して、県民の生活習慣病予防や企業の健康経営の取組みの促進に繋げていきたい。
（２）事業内容

・清流の国ぎふ健康づくりアプリの開発及び運用保守
歩数、各種検診の受診、健康イベント参加によるポイント付加

一定ポイント取得できるミナモ健康カード（協力店で特典付与）の電
子化、景品の申請機能、企業・グループごとの歩数ランキング、
●月限定イベントの実施、アプリダウンロード者への情報発信
　アンケート機能、管理者の集計機能
全体事業費　20,800千円（令和2年開発、令和2年10月～運用開始）
債務負担行為額　11,000千円（令和3年度～令和4年度）
（３）県負担・補助率の考え方

　　国負担：1/2（地方創生推進交付金）　県負担：1/2
　
（４）類似事業の有無
　　有　清流の国ぎふ健康ポイント事業（紙ベース）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	委託料
	9,800
	アプリの開発及び保守管理


	
	
	

	合計
	9,800
	


	　決定額の考え方
　財政課で記載します。


４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
・健康増進法第８条に基づく都道府県健康増進計画である「第３次ヘルスプランぎふ２１」
・「地方再生計画（ＡＩ、ＩｏＴ活用の全面展開プロジェクト）」
※地方創生交付金交付対象済み
（２）国・他県の状況
・国は健康日本２１（第２次）、都道府県は各都道府県健康増進計画を策定。
・スマートフォン向けアプリ運用都道府県の状況
　富山、石川、大分、茨城、福島
（３）後年度の財政負担

	年度
	R2
	R3
	R4
	合計

	一時経費
	7,050
	
	
	7,050

	経常経費
	2,750
	5,500
	5,500
	13,750


（４）事業主体及びその妥当性
・県計画に基づき県が主体となって実施することが妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
令和２年9月を目途にアプリの開発を行い、10月を目途に運用を開始し、他の健康づくり事業とも連携しながら多くの県民に利用してもらい、健康に対する意識の醸成や自主的な健康づくりに繋げるためにも、令和４年度までに２万件のダウンロードを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	ダウンロード数

	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（R　）
	20,000件
（R4）
	（R　）


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	　県が全市町村を対象に行う健康づくりアプリは、健康意識の醸成や自主的な健康づくりに資するものであり、スマホユーザーに向けた仕掛けも時代に沿ったものであり、必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　


（今後の課題）

	･生活習慣病予防などの健康づくりについての施策や情報発信を行うにあたり、スマホユーザーが多い２０代から５０代までの働き盛り世代へのアプローチ方法が課題となっている。


（次年度の方向性）
	・他県で成功している例に習い、健康経営推進事業の宣言企業の従業員に対して、本アプリを活用してもらい、働き盛り世代への健康増進に繋げるととともに企業の職場環境の改善等、健康経営を進めるうえでのツールとして活用する。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


